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１．平成 16 年 3 月期 第 3 四半期の連結受注高実績 

                          （百万円未満切り捨て） 

 
第 3四半期 

（10～12 月） 

9 ヶ月通算 

（4～12 月） 

中間期（参考） 

（4～9月） 

 
百万円 百万円 百万円 

平成 16 年 3 月期 45,775 138,805 93,030 

平成 15 年 3 月期 42,457 143,278 100,821 

増  減 3,318 △4,472 △7,790 

増減率（%） 7.8% △3.1% △7.7% 

（注）パーセント表示は、前年同期比増減率であります。 
 

＜参考＞平成 16 年 3 月期 第 3 四半期の個別受注高実績（単独） 
                          （百万円未満切り捨て） 

 
第 3四半期 

（10～12 月） 

9 ヶ月通算 

（4～12 月） 

中間期（参考） 

（4～9月） 

 
百万円 百万円 百万円 

平成 16 年 3 月期 44,712 134,970 90,257 

平成 15 年 3 月期 40,220 136,590 96,370 

増  減 4,492 △1,620 △6,112 

増減率（%） 11.2% △1.2% △6.3% 

（注）パーセント表示は、前年同期比増減率であります。 
 
 

２．業績の概要 
 

わが国経済は、輸出の増加や設備投資の回復などにより、景気に明るさを取り戻しつつあるものの、
円高の進行など、先行きについては不透明な状況が継続しております。 
当社の主要な事業領域である情報・通信分野は、企業業績の回復に伴いネットワークのブロードバ

ンド化、モバイル化に加え、ＩＰ電話など新たなネットワーク付加サービス化が進展し、低迷してい
たＩＴ投資が回復基調へと転じつつある状況であります。 
このような事業環境のなかで当社は、官公庁向けでは成長分野である地方自治体の e-Japan プロジ

ェクト関連の受注活動を強化するとともに、一般民需向けには広帯域ネットワークやＶｏＩＰシステ
ムをベースとしたネットワーク＆ＩＴシステムや保守・アウトソーシングサービスなど、お客様のニ
ーズを実現するトータルソリューションサービスの営業・提案活動の強化に努めてまいりました。 
この結果、e-Japan 関連の地方自治体向け高度情報ネットワークシステム構築や放送事業者向け地上

デジタル放送設備構築のほか、金融機関や情報サービス業など民間企業向けネットワーク構築および、
これらに関する保守・サポートサービスが好調に推移したことにより、当第３四半期における連結受
注高は、457 億 75 百万円（前年同期比 7.8％増）となりました。 
しかしながら、上期の減少を完全に補完するには至らず、当第３四半期までの累計の連結受注高に

つきましては、1,388 億 5 百万円（前年同期比 3.1％減）となりました。 



 
３．平成 16 年 3 月期 10～12 月のセグメント別連結受注高実績 
 

受注高実績内訳                           （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

第 3四半期 

15 年 3 月期 

第 3四半期 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

情報通信システム事業 28,433 29,051 △618 

施設エンジニアリング事業 6,100 4,170 1,930 

保守運用事業 11,241 9,235 2,005 

受

注

高 

計 45,775 42,457 3,318 

 

＜参考＞業容別受注高実績内訳                   （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

第 3四半期 

15 年 3 月期 

第 3四半期 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ・ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ事業 21,487 17,345 4,141 

通信建設・電気設備工事事業 16,875 18,585 △1,709 

機器・材料販売事業 7,412 6,526 885 

受

注

高 

計 45,775 42,457 3,318 

 
 

＜参考＞平成 16 年 3 月期 10～12 月のセグメント別個別受注高実績（単独） 
 

受注高実績内訳                           （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

第 3四半期 

15 年 3 月期 

第 3四半期 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

情報通信システム事業 27,396 26,841 554 

施設エンジニアリング事業 6,100 4,170 1,930 

保守運用事業 11,215 9,208 2,007 

受

注

高 

計 44,712 40,220 4,492 

 

業容別受注高実績内訳                       （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

第 3四半期 

15 年 3 月期 

第 3四半期 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ・ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ事業 21,385 17,293 4,091 

通信建設・電気設備工事事業 15,915 16,399 △484 

機器・材料販売事業 7,412 6,526 885 

受

注

高 

計 44,712 40,220 4,492 

 
 



 
４．平成 16 年 3 月期 4～12 月のセグメント別連結受注高実績 
 

受注高実績内訳                           （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

9 ヶ月通算 

15 年 3 月期 

9 ヶ月通算 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

情報通信システム事業 89,490 94,285 △4,794 

施設エンジニアリング事業 16,517 17,908 △1,390 

保守運用事業 32,797 31,083 1,713 

受

注

高 

計 138,805 143,278 △4,472 

 

＜参考＞業容別受注高実績内訳                   （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

9 ヶ月通算 

15 年 3 月期 

9 ヶ月通算 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ・ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ事業 58,928 58,006 922 

通信建設・電気設備工事事業 56,060 62,200 △6,139 

機器・材料販売事業 23,816 23,071 745 

受

注

高 

計 138,805 143,278 △4,472 

 
 

＜参考＞平成 16 年 3 月期 4～12 月のセグメント別個別受注高実績（単独） 
 

受注高実績内訳                           （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

9 ヶ月通算 

15 年 3 月期 

9 ヶ月通算 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

情報通信システム事業 85,716 87,683 △1,967 

施設エンジニアリング事業 16,517 17,908 △1,390 

保守運用事業 32,735 30,997 1,738 

受

注

高 

計 134,970 136,590 △1,620 

 

業容別受注高実績内訳                       （百万円未満切り捨て） 

区 分 
16 年 3 月期 

9 ヶ月通算 

15 年 3 月期 

9 ヶ月通算 
増  減 

 
百万円 百万円 百万円 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ・ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ事業 58,702 57,802 899 

通信建設・電気設備工事事業 52,451 55,716 △3,265 

機器・材料販売事業 23,816 23,071 745 

受

注

高 

計 134,970 136,590 △1,620 

 



 
（注） ①業容別区分の方法 

当社グループの顧客に提供するサービスの種類、性質、業務形態により、 
内部管理上採用している区分によっております。 

 
②業容別情報の各区分に属する主な内容 

業容別区分 主な内容 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ・ 

ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ事業 

顧客の経営効率化や競争力強化のための情報通信シス

テムやネットワークシステムの企画・コンサルティン
グ、構築、運用・保守、アウトソーシング等のソリュー
ション提供サービス 

通信建設・ 

電気設備工事事業 

情報通信基盤の建設工事およびこれらに付帯する設備

工事 

機器・材料販売事業 情報通信機器や工事材料などの販売 

 

 

５．当該四半期において企業集団の財政状態および経営成績に重要な影響を与えた事象 

 

該当事項はありません。 

 
 


